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１ 重点的な取組 
防災・減災対策に係る基本方針に沿った災害種別の重点的な取組を表 ５.１に整理しました。詳

細な内容を以降に示します。表の【】内に取組の主体を記載しています。 

 

表 ５.1 本計画の取組 

 
 

地震 洪水

・多数の人が利用する建築物の耐震化
 【市、市民、事業者】
・生活道路の整備【市】

・河川の浚渫や整備の促進【県】
・準用河川の安全対策【市】
・長時間浸水に対する取組【市】

・上水道機能の維持に関する対策
  【県、市】
・下水道機能の維持に関する対策【市】
・停電への対策【市、事業者】

・ガスの供給停止への対策
 【事業者】
・電話の通信機能の維持に関する対策
 【事業者】

・生活道路の整備【市】
・液状化対策の促進【市】
・道路施設等の耐震化の促進
  【国、県、市】

・洪水による浸水被害の防止対策の支援
  【市、市民】

・公共施設の洪水による浸水対策【市】

・住宅の耐震化の促進【市、市民】
・住宅の不燃化の促進【市、市民】
・帰宅困難者対策【市、事業者】
・ブロック塀倒壊防止対策
　【市、市民、事業者】
・空き家の適正管理【市、市民】

《洪水による浸水への対策》
・流域治水の取組【市、市民、事業者】
・洪水による浸水被害の防止対策の支援
　【市、市民】
・垂直避難及び洪水浸水想定区域外への
　避難【市、市民】
・住宅地の嵩上げの検討【市、市民】

《洪水による家屋倒壊への対策》
・災害リスクを考慮した居住誘導区域の
  設定【市】

・都市計画道路等の整備【国、県、市】
・市街地整備等による防災機能の向上【市】
・防災拠点となる公園の整備【市】
・避難場所の確保・機能向上【市】
・オープンスペースの確保【市】

・市民の防災意識向上に向けた情報提供の推進【市】
・備蓄の促進【市、市民】
・住宅への太陽光発電設備や蓄電池の設置等の支援【市、市民】
・地域住民による自主的な防災まちづくり活動の推進【市、市民】
・地区計画の検討【市、市民】
・居住・施設の移転に係る支援【市、市民】
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雨水出水（内水） 土砂災害

・止水板の設置の支援
 【市、市民】
・公共下水道浸水対策事業【市】

・急傾斜地等の安全対策【県、市】
・市街化調整区域における開発許可
  等の厳格化【市】

・公共施設の雨水出水(内水)による
　浸水対策【市】

・土砂災害(特別)警戒区域における
  緊急輸送道路の機能確保
  【県、市】

・集落地（住宅地）にアクセスする
  道路の安全性確保【市】

・一定規模以上の開発行為等に
  対する雨水貯留・浸透施設の
　設置義務付け【市、事業者】

・止水板の設置の支援
  【市、市民】

・土砂災害特別警戒区域等からの
  移転の支援【市、市民】

・がけ地の防災対策への支援
  【市、市民】

・中町第2-2地区における複合施設の整備【市】
・公共施設への太陽光発電設備や蓄電池の導入【市】
・都市計画道路等の整備【国、県、市】
・緊急輸送道路の無電柱化の推進【市】
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（１）防災機能を向上させる取組 

災害時の避難、人命救助及び復旧作業をスムーズに進めることができるように、都市計画道路

等の整備を進めます。また、避難場所や公園等を整備し災害時に利用できるようにすることによ

り、全ての災害に対する防災機能の向上を図ります。 

 

【重点的な取組】 

■都市計画道路等の整備【国、県、市】 

緊急車両の通行や消火活動、震災時の避難路の確保、火災延焼被害の軽減のため、「あ

つぎの道づくり計画」に基づき、都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進します。 

また、地区によっては整備後年数が経過していることから、災害時においても必要な機

能が確保できるよう、道路、橋りょう、街路樹などの計画的な維持管理を進めます。 

 

■市街地整備等による防災機能の向上【市】 

市街地再開発事業や土地区画整理事業が計画されている地区では、着実な事業の実施

により、老朽建築物の更新や不燃化、耐震化、浸水対策、狭あい道路の改善等を進め、災害

に強い市街地の形成を図ります。 

 

■防災拠点となる公園の整備【市】 

ぼうさいの丘公園内には、飲料水を確保するための貯水槽や各種資機材を保管する備

蓄倉庫、非常用トイレなど、災害時に対応できる施設や設備等の設置を進めています。 

    また、市北部の防災力の強化のため、依知地域に防災機能を備えた地区公園の整備を進

めます。 

 

■避難場所の確保・機能向上【市】 

市民が安全に避難できるよう、民間施設も活用し、地震だけでなく洪水被害も考慮した

避難場所の確保を進めます。 

また、地震時や洪水時にも避難場所の機能を維持できるよう、洪水浸水想定区域内にあ

る小・中学校の受変電施設の嵩上げを進めるとともに、避難場所となる公共施設への太陽

光発電設備や蓄電池の導入を推進します。 

 

■オープンスペースの確保【市】 

市街地内にある公園、緑地は、延焼遮断機能や避難場所としての機能も併せ持ちます。

公園整備事業、開発行為等における適切な整備等を行い、オープンスペースを確保します。 
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市街化区域内の農地は、生産緑地13制度の活用や防災協力農地14としての登録を促進

し、緑地機能だけでなく避難場所、復旧用資材置場等のオープンスペースとしての防災機

能など、都市農地の有する多面的な機能が発揮できるよう保全します。 

 

ア 地震への対策 

地震に伴う大規模な火災の発生時に延焼を防ぎ、被害を軽減するため、耐震化の促進や生活道

路の整備に取り組みます。 

 

【重点的な取組】 

■多数の人が利用する建築物の耐震化【市、市民、事業者】 

「厚木市耐震改修促進計画」に基づき、多数の人が利用する建築物について、耐震性が

不十分な建築物を解消できるよう耐震化を促進します。なお、公共建築物（市有）について

は、耐震化が完了しています。 

 

 ■生活道路の整備【市】 

    古くからの住宅地では、依然として細街路が多く、地震による住宅の倒壊により、道路が

閉塞し、スムーズな救助活動ができなくなるおそれがあります。緊急車両の通行や消火活

動、震災時の避難路の確保及び生活環境の改善のため、地域の実情や要望を踏まえ、狭あ

いな道路を拡幅し生活道路の整備を推進します。 

 

 
  

 
13 生産緑地とは、市街化区域内にあって、都市計画上の指定を受けた農地です。生産緑地の指定を受けると、原則として

30 年間、農地として管理していただくとともに、固定資産税等の優遇措置を受けることができるようになります。 
14 防災協力農地とは、災害の発生時に、避難空間、復旧用資材置場等として活用できる農地です。市民の安全確保と円滑な

復旧活動に役立てることを目的として、防災協力農地を予め登録します。災害対応のために防災協力農地を使用した場合

は、登録者等に対して補償及び土地の使用料等が支払われます。 
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イ 洪水への対策 

河川氾濫による被害を減らすため、河川の浚渫
しゅんせつ

15や整備に取り組みます。また、氾濫しても長時

間の浸水にも対応できるよう、被害を軽減するための対策に取り組みます。 

 

【重点的な取組】 

■河川の浚渫や整備の促進【県】 

洪水による浸水被害を防ぐため、自然環境に配慮した計画的な治水事業を促進します。

厚木地域では、都市機能上重要な施設が小鮎川、荻野川の中高頻度の降雨における洪水

浸水想定区域内に立地しています。これらの施設は移転等の対応が難しいことから、早期

に浸水リスクを低減できるよう、優先して洪水による浸水対策や小鮎川、荻野川の浚渫や

整備を促進します。 

 

洪水浸水想定区域（中高頻度～想定最大規模の重ね合わせ 荻野川、小鮎川） 

 

 

 

 
15 浚 渫

しゅんせつ

とは、川底の土砂を取り除くことを意味します。 

厚木地域 

本厚木駅 
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■準用河川の安全対策【市】 

市民が的確な避難行動を選択するための分かりやすい情報として、準用河川における氾

濫危険相当水位等を設定します。 

また、治水対策として、準用河川における流下能力等の機能を保全するために、河川維

持管理方針に沿った維持管理を行います。恩曽川は、事前防災対策として多自然川づくり

に配慮した治水事業や維持管理を進めます。 

 

■長時間浸水に対する取組【市】 

妻田においては、想定最大規模の降雨による洪水で 1 日～3 日の間 50cm 以上の浸水

が継続する地区に住宅が密集しています。このように浸水継続時間の長い地区に対して

は、リスク周知を行うとともに、避難方法の一つとして、洪水浸水想定区域外への避難につ

いても周知を図ります。 

なお、洪水浸水想定区域内にある小・中学校については、受変電設備の嵩上げを行いま

す。さらには、長時間浸水しても電源が確保できるように、公共施設の太陽光発電設備や

蓄電池等の設置を推進します。 

 

洪水による浸水継続時間（睦合地域（妻田）） 

 

  

妻田 
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ウ 雨水出水（内水）への対策 

 止水板の設置の支援や下水道の整備により、雨水出水（内水）による浸水被害の軽減を図ります。 
 

【重点的な取組】 

■止水板の設置の支援【市、市民】 

雨水出水（内水）による浸水が想定される住宅に対して、止水板の設置費用の補助を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

止水板のイメージ 

 

■公共下水道浸水対策事業【市】 

本市では、下水道における雨水出水（内水）による浸水対策として、恩曽川左岸水系、相模

川右岸水系、中津川右岸水系等において、5 年に 1 度の大雨（1 時間当たりの雨量 51 ㎜）

を対象とした雨水管整備を進めています。 

 

 

エ 土砂災害への対策 

 土砂災害の危険性が高く、住宅への被害が想定される区域において、被害発生を防ぐための対

策に取り組みます。 

 

【重点的な取組】 

■急傾斜地等の安全対策【県、市】 

急傾斜地等の安全性を確保するため、県と連携して急傾斜地崩壊対策工事や砂防
さ ぼ う

堰堤
えんてい

等

の整備を促進します。また、市は、急傾斜地等の安全対策が円滑に実施されるよう、地籍調査

等により、土砂災害特別警戒区域等に係る土地境界の位置等の調査を進めるとともに、がけ地

や建物の所有者が実施する安全対策工事に対して補助を行います。 
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■市街化調整区域における開発許可等の厳格化【市】 

市街化調整区域内の土砂災害特別警戒区域及び急傾斜地や崩壊危険区域において、自己

の居住の用に供する住宅の開発を制限することで、災害リスクの高い区域における開発を

抑制し、土砂災害による被害の軽減を図ります。 

 

（２）都市機能を維持・継続する取組 

 上下水道、電気、ガス、通信、道路網などのライフライン施設等は、事業者や県と市が協力して施

設の耐震化・液状化対策、復旧システムの充実強化、応急復旧体制の整備等を促進します。また、

長時間の断水等に備え、応急給水活動や広報活動等について、関係事業者間の連携及び応援協

力体制の整備等を図ります。 

市役所や消防等の重要な都市機能が災害時にも機能するよう、都市計画道路や防災拠点施設

等の整備を行います。 

 

【重点的な取組】 

■上水道の機能の維持に関する対策【県、市】 

県は、災害等により電力の供給が停止した場合に備え、浄水場に非常用予備発電設備の

設置を進めるとともに、発災時に備え、災害用指定配水池を指定し、飲料水の確保を図り

ます。また、災害に強い水道を目指し、主要水道設備の耐震化の推進や水道施設のネットワ

ーク化を図るため、水道事業者間における相互融通管16の敷設等の整備を進めます。 

 市は、長時間の電力供給停止や水道施設の被災により広範囲にわたる断水が生じた場合

を想定し、飲料水の備蓄や耐震性貯水槽の整備、災害時給水所（応急給水用井戸水等）を

活用した飲料水以外の生活用水等の供給に努める等、応急給水体制を整備します。 

 

■下水道の機能の維持に関する対策【市】 

市は、「厚木市下水道総合地震対策計画」に基づき、防災機能上重要な下水道管路（緊急

輸送路下の埋設管路、避難所や病院等に接続する管路、幹線道路等）において、陶管及び

液状化の影響を受ける地区の未耐震化管路の耐震化や整備を行います。 

 

■停電への対策【市、事業者】 

東京電力パワーグリッド(株)は、災害に強い電力設備づくりとして、送電系統の二重三

重のネットワーク化や、各施設について液状化等にも配慮した耐震化や整備の推進を図る

とともに、共同溝17等の整備等、一層の防災性の向上に取り組みます。 

 
16 相互融通管とは、災害等の緊急時に複数の水道事業者の間で相互に水を融通するための管路のことです。 
17 共同溝とは、上下水道、ガス、電話・電力線などのライフラインをまとめて収めるための施設で、道路の地下に設置してい

ます。 
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市は、災害時に電気を供給することができる電気自動車や燃料電池自動車の普及促進

を図ります。 

 

■ガスの供給停止への対策【事業者】 

厚木ガス(株)は、緊急遮断装置の設置などの安全対策や、各施設について液状化等にも

配慮した耐震化や整備の推進を図るとともに、共同溝等の整備等、一層の防災性の向上に

取り組みます。 

 

■電話の通信機能の維持に関する対策【事業者】 

東日本電信電話(株)は、通信施設ビル等の耐震化、通信ケーブルのとう道18収容対策、

伝送路の複数ルート分散化及び災害対策機器類の配備を行っています。 

 

■中町第 2－2 地区における複合施設の整備【市】 

複合施設には、市役所と消防本部を一体的に整備し、災害時における情報共有及び情報

伝達の強化を進めるとともに、嵩上げや止水板の設置等によって洪水による浸水対策を

実施し、防災拠点としての機能の強化を図ります。 

 

■公共施設への太陽光発電設備や蓄電池の導入【市】 

災害時に外部からの電源供給が停止した場合でも行政機能を維持・継続できるよう、公

共施設への太陽光発電設備や蓄電池の導入を推進します。 

 

■都市計画道路等の整備【国、県、市】※⑴より再掲 

緊急車両の通行や消火活動、震災時の避難路の確保、火災延焼被害の軽減のため、「あ

つぎの道づくり計画」に基づき、都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進します。 

また、地区によっては整備後年数が経過していることから、災害時においても必要な機

能が確保できるよう、道路、橋りょう、街路樹などの計画的な維持管理を進めます。 

 

■緊急輸送道路の無電柱化の推進【市】 

地震や台風時において電柱倒壊による道路閉塞を防ぎ、緊急輸送道路や避難所等にア

クセスする道路等の防災機能の向上を図るため、無電柱化を進めます。 

市道 1-24 妻田三田幹線道路は緊急輸送道路に指定、また市道 A-358 及び都市計画

道路 3・6・1 中町北停車場線は市の第 2 次緊急輸送路に指定されているため、「厚木市無

電柱化推進計画」に基づき、優先して無電柱化を進めます。 

 
18 とう道とは、電話線や通信ケーブル等を収容するための地下トンネルです。 
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無電柱化実施箇所 出典：厚木市無電柱化推進計画 

 

 

ア 地震への対策 

 地震後の避難、人命救助及び復旧作業をスムーズに進めることができるように、道路設備等の

耐震化や生活道路の整備等を進めます。 
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【重点的な取組】 

■生活道路の整備【市】※⑴アより再掲 

市内の古くからの住宅地では、依然として細街路が多く、地震による住宅の倒壊により

道路が閉塞し、スムーズな救助活動ができなくなるおそれがあります。緊急車両の通行や

消火活動、震災時の避難路の確保及び生活環境の改善のため、地域の実情や要望を踏ま

え、狭あいな道路を拡幅し生活道路の整備を推進します。 

    

■液状化対策の促進【市】 

液状化の危険性の高い地区を周知し、その地区で新規開発を行う際には対策を促しま

す。また、公共施設や防災拠点として重要な施設は、都市基盤の機能維持のため、液状化

の発生そのものを抑える対策や、建築物の補強など、建築物への被害を抑えるための対策

を行います。 
 

液状化危険度分布図（都心南部直下地震） 液状化危険度分布図（大正型関東地震） 

  

 

■道路施設等の耐震化の促進【国、県、市】 

緊急輸送道路に指定されている国道 129 号や国道 246 号などの路線については、沿

道建築物や橋りょう、歩道橋、立体交差箇所の耐震化の促進や無電柱化、災害時における

代替路線の確保など、緊急時における機能を確保できるよう、対策を促進します。 

「厚木市耐震改修促進計画」に基づき、第 1 次緊急輸送道路のうち、特に重要な区間とし

て国道 129 号を指定し、地震時に進行を確保すべき沿道建築物の耐震診断を義務付ける

とともに、耐震性が不十分な建築物について耐震改修を行うよう努めます。 

愛甲西 

林 

愛甲西 

林 

上落合 上落合 

水引 水引 
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イ 洪水への対策 

 洪水により浸水被害が生じる建物の被害を軽減するための対策に取り組みます。 

 

【重点的な取組】 

■洪水による浸水被害の防止対策の支援【市、市民】 

洪水浸水想定区域内において、市と災害時における避難施設としての施設使用に関す

る協定を締結又は、「厚木市地域防災計画」において災害時の役割を定めている住宅、マン

ション、店舗、事業所等を対象に、止水板の設置工事や逆止弁の設置及び電気設備の上階

への再設置等に必要な費用の補助を行います。 

 

■公共施設の洪水による浸水対策【市】 

被災者の救助や緊急医療活動等の拠点である市立病院や災害対策の指揮や情報伝達等

の拠点となる中町第 2－2 地区に整備予定の複合施設等に止水板を設置するなど、洪水

による公共施設等への浸水被害の軽減を図ります。 

洪水浸水想定区域内に新規に公共施設を建設する場合は、嵩上げや止水板の設置等の

洪水による浸水対策を実施し、洪水時にも機能を維持できるようにします。 

 

 

ウ 雨水出水（内水）への対策 

 雨水出水（内水）により浸水が発生しても被害を軽減するため、施設の浸水対策に取り組みます。 

 

【重点的な取組】 

■公共施設の雨水出水（内水）による浸水対策【市】 

市立病院や中町第 2－2 地区に整備予定の複合施設等に止水板を設置し、雨水出水（内

水）による公共施設等への浸水被害の軽減を図ります。 
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エ 土砂災害への対策 

 土砂災害により道路網が途絶しないように対策を実施します。 
 

【重点的な取組】 

■土砂災害(特別)警戒区域における緊急輸送道路の機能確保【県、市】 

緊急輸送路が土砂災害警戒区域に含まれる箇所については、緊急輸送路の安全確保を

進めます。市は、代替路線の検討をします。 
 

 

  
土砂災害(特別)警戒区域における緊急輸送道路（依知地域） 

 

■集落地（住宅地）にアクセスする道路の安全性確保【市】 

土砂災害により道路が閉塞し、集落地にアクセスできなくなる箇所について、道路側面

の急傾斜地等の安全対策を行います。 
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（３）市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る取組 

① 市民の自助を促す対策 

 市民への情報提供や自主防災隊の活動促進、防災訓練の実施等の地域と連携した防災活動を

通じて、地域の防災能力の向上に努めます。 

 

【重点的な取組】 

■市民の防災意識向上に向けた情報提供の推進【市】 

オールハザードマップ19などを活用し、災害時の危険性が高い地区や、災害時における

避難方法などに関する情報提供を行い、防災意識向上に取り組みます。 

 

■備蓄の促進【市、市民】 

市では、災害時における被災者の支援のために、食料、飲料水、生活必需物資等の備蓄

を行っています。また、市民に向けては、災害発生後の自宅での生活継続のために、備蓄を

行っていただくように周知を図ります。 

 

■住宅への太陽光発電設備や蓄電池の設置等の支援【市、市民】 

災害時に外部からの電源供給が停止した場合でも生活を維持・継続できるよう、住宅へ

の太陽光発電設備や蓄電池の設置等に必要な費用の補助を行います。 

 

■地域住民による自主的な防災まちづくり活動の推進【市、市民】 

自主防災隊の活動促進等を通じ、地域の防災能力の向上に努めます。 

また、本市では災害対応力を高めるため、毎年総合防災訓練を実施しています。市と各

自治会で組織する自主防災隊が連携し、「厚木市地域防災計画」に基づき地域の実情に応

じた訓練を実施します。 

 

  

 
19 オールハザードマップとは、厚木市内の洪水浸水想定区域、土砂、災害警戒区域震度分布図、液状化危険度を掲載した地

図です。地震や水害、土砂災害の災害リスク等を確認することができます。 
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ああ 

 

 

 
20 マイ・タイムラインとは、市民一人ひとりの防災行動計画を指します。地震発生時や台風等の接近による大雨によって河川

の水位が上昇する時等に、自分自身が取る防災行動を時系列的に整理し、自ら考え命を守る避難行動のための一助としま

す。 
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② 都市計画に関する対策 

【重点的な取組】 

■地区計画の検討【市、市民】 

地区計画は、それぞれの地区の特性にふさわしい良好な環境をつくるため、建築物の用

途、形態等に関する制限や、道路、公園等の配置などについて、きめ細かく定める計画で

す。防災の観点から必要な避難施設・避難路や雨水貯留浸透施設を地区計画に位置付ける

ことで、地区単位の防災性向上を図ります。 

 

■居住・施設の移転に係る支援【市、市民】 

災害リスクの高い区域からの住宅又は施設の移転に対し、市が具体的な計画を作成し、

権利設定を一括で登記する支援について、今後検討します。（居住誘導区域等権利設定等

促進事業） 

 

ア 地震への対策 

 地震に強いまちづくりのため、市民の協力を得ながら住宅の耐震化、不燃化、空き家対策や帰宅

困難者対策等に取り組みます。 

【重点的な取組】 

■住宅の耐震化の促進【市、市民】 

「厚木市耐震改修促進計画」に基づき、耐震性が不十分な建築物を解消できるよう耐震

化を促進します。 

市は、建築物の所有者等が建築物の耐震化を行いやすいように、適切な情報提供を始め

として、耐震診断及び耐震改修に係る負担軽減のための支援策を推進します。 

 

家屋倒壊棟数分布図（都心南部直下地震） 家屋倒壊棟数分布図（大正型関東地震） 

  
戸田 

元町 元町 

幸町 幸町 

愛名 

愛甲西 
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■住宅の不燃化の促進【市、市民】 

老朽化する木造家屋が密集する地区において、防火性の高い建物への建て替えを促進

します。地震による焼失被害が多く発生する地区については、防火・準防火地域を指定する

ことを検討し、長期的な目標として建物の不燃化を図ります。 

 

焼失家屋棟数分布図（都心南部直下地震） 焼失家屋棟数分布図（大正型関東地震） 

  
 

 

■帰宅困難者対策【市、事業者】 

本厚木駅や愛甲石田駅周辺などでは、地震発生により帰宅困難者が多く発生することが

予想されます。市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の徹底を図るととも

に、企業等における従業員等の施設内待機やそのための備蓄を推進し、家族等との安否確

認手段の確保等の啓発を進めます。また、一時滞在施設を確保し、帰宅困難者を受け入れ

られる体制を整えます。 

特に、帰宅困難者が多く発生すると予想される本厚木駅周辺については、「本厚木駅周

辺地域 都市再生安全確保計画」に基づき、市街地再開発事業や既存施設等を活用して、

一時滞在施設として利用可能な空間の確保に取り組みます。 

  

三田 

山際 

戸室 
妻田東 

まつかげ台 

愛名 

三田 

山際 

戸室 

妻田東 

まつかげ台 

愛名 
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■ブロック塀倒壊防止対策【市、市民、事業者】 

本市では、地震等におけるブロック塀等の倒壊や転倒による災害を未然に防止するため、

「厚木市耐震改修促進計画」に基づき、ブロック塀等の安全対策を進めるとともに、危険なブ

ロック塀等の撤去や安全な工作物等への改善工事に対する補助を行っています。また、ブロ

ック塀等の正しい施工方法の普及啓発及び本市内における通学路等の安全対策に取り組み

ます。 

 

■空き家の適正管理【市、市民】 

老朽化した空き家は、地震による倒壊や火災の原因となり、避難や救助活動の妨げとな

るおそれがあります。空き家が廃屋化し、倒壊等の危険が高まる前に対策を行う必要があ

ります。本市では、空き家の解体や利活用を進めるため、市内の老朽化した住宅を解体す

る方に、解体費の一部を補助しています。 
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イ 洪水への対策 

(ｱ) 洪水による浸水への対策 

 気候変動の影響などによる水害の激甚化・頻発化に備えるためには、河川管理者等による治水

対策だけでなく、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流域治水」に取り組む必要が

あります。流域治水とは、気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、

ダムの建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入する地域）

から氾濫域（洪水による浸水が想定される地域）にわたる流域に関わるあらゆる関係者が協働し

て水害対策を行う考え方です。 

相模川流域では、国土交通省、相模川流域の市町、神奈川県、山梨県、気象庁、国立研究開発法

人森林研究・整備機構 森林整備センターと協力して「流域治水協議会」を立ち上げ、「相模川流域

治水プロジェクト」に基づく対策を推進しています。相模川沿川自治体と連携して①氾濫をできる

だけ防ぐための対策、②被害対象を減少させるための対策、③被害の軽減・早期復旧・復興のため

の対策を実施していきます。本市は、洪水による浸水被害を軽減する取組として、水田貯留の検

討や、自然が有する機能を活用するグリーンインフラの推進、防災指針に基づく取組を行います。

また、氾濫により浸水し被害を受ける対象を減らすために、宅地の嵩上げ等の支援を検討します。 

 

 

出典：「流域治水」の基本的な考え方 ～気候変動を踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で行

う総合的かつ多層的な水災害対策～ 国土交通省 水管理・国土保全局 

図 ５.1 流域治水のイメージ図 
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【重点的な取組】 

■流域治水の取組【市、市民、事業者】 

本市は、多数の河川からの氾濫による被害が発生するおそれがあります。しかし、限られ

た財源の中で河川整備を行うため、全ての洪水による浸水被害を河川整備等のハード対

策で抑えることは困難です。そのため、流域全体で雨水を貯留することにより、短時間に河

川に集まる雨水を減らし、洪水による浸水被害を軽減することが重要です。 

本市では、上流部の森林や流域内の農地の保全、雨水貯留施設の設置等により雨水を

貯留し、下流部の市街地の洪水による浸水被害の低減を図ります。また、水田貯留21や遊

水地22による貯留を行い、河川流量を低減することにより、洪水による浸水被害を軽減す

る方法を検討します。 

 

 

 

■洪水による浸水被害の防止対策の支援【市、市民】※⑵イより再掲 

洪水浸水想定区域内において、市と災害時における避難施設としての施設使用に関す

る協定を締結又は、「厚木市地域防災計画」において災害時の役割を定めている住宅、マン

ション、店舗、事業所等を対象に、止水板の設置工事や逆止弁の設置及び電気設備の上階

への再設置等に必要な費用の補助を行います。 

 
21 水田貯留とは、水田がもともと持っている「水を貯める機能」を有効に活用し、大雨が降ったときに水田に一時的に水を貯

めることで、洪水被害を軽減しようとする取組です。 
22 遊水地とは、降雨時に一時的に水を貯めて下流に流れる水の量を減らすためのものです。普段は公園などに利用してお

り、降雨時だけ川から水が溢れて貯まる仕組みになっています。遊水地の水は、川の水位が下がるにつれて川に戻ります。 
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■垂直避難及び洪水浸水想定区域外への避難【市、市民】 

想定最大規模の降雨では、市街地の多くで洪水による床上の浸水が想定されるため、屋

内での退避（垂直避難）や洪水浸水想定区域外への避難が必要な場合があります。本市で

は、避難場所の確保や機能向上だけでなく、洪水浸水想定区域外の避難場所や、友人・親

戚宅などの「縁故避難先」への立ち退き避難（水平避難）を行う等、全市民で安全確保に取

り組みます。 

特に、家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生

し、屋内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水

平避難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 

 

洪水浸水想定区域外への避難のイメージ 

 

・洪水浸水想定区域外の 
避難場所へ避難 

・民間施設の連携による 
避難場所の確保 

・縁故避難先の確保 



81 
 

 

依知地域の水害リスク 

 

■住宅地の嵩上げの検討【市、市民】 

洪水による浸水被害が想定される区域において、地域住民の意向を踏まえながら、地区

計画を始めとするまちづくりのルールにより、地盤の高さや居室の床の高さを制限するな

ど、洪水による浸水被害を軽減する方策を検討します。 

 
 

 
  

家屋倒壊等氾 濫

想定区域に含まれ

る 

想定最大規模の 

降雨による 2 階以上

の浸水 

中高頻度の降雨に

よる浸水 
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(ｲ) 洪水による家屋倒壊への対策 

 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）内の建物、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）内に立地す

る木造家屋等、リスクの高い区域については、居住誘導区域に含めないことで、リスクの回避を図

ります。 

 

【重点的な取組】 

■災害リスクを考慮した居住誘導区域の設定【市】 

家屋倒壊等氾濫想定区域は、区域内に木造家屋が多く、住宅に対する被害が想定される

ことから、居住誘導区域に含めないことで、災害リスクの回避を図ります。 

 
 

ウ 雨水出水（内水）への対策 

市民の協力を得ながら、雨水貯留施設や止水板の設置を支援することにより、雨水出水（内水）

による浸水被害の軽減を図ります。 

 

【重点的な取組】 

■一定規模以上の開発行為等に対する雨水貯留・浸透施設の設置義務付け【市、事業者】 

開発行為等による雨水流出量が増加しないようにするため、本市では、一定規模以上の

開発行為に対して、雨水貯留施設・浸透施設の設置を義務付けています。 

 

■止水板の設置の支援【市、市民】※⑴ウより再掲 

雨水出水（内水）による浸水が想定される住宅に対して、止水板の設置費用の補助を行い

ます。 

 
止水板のイメージ 
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エ 土砂災害への対策 

 土砂災害の発生が懸念される区域等では、安全対策の支援や、被害を回避するため、土砂災害

特別警戒区域等からの移転を支援します。 

【重点的な取組】 

■土砂災害特別警戒区域等からの移転の支援【市、市民】 

土砂災害特別警戒区域等からの移転を行う市民に対し、既存住宅の除却費や移転先住

宅の建築費又は購入費を補助することにより、移転を支援します。 

  

厚木市居住誘導区域（がけ地近接等危険住宅）移転事業補助金の案内 

 

■がけ地の防災対策への支援【市、市民】 

市は、がけ地や建物の所有者が実施する安全対策工事に対して補助を行います。 
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２ 地域ごとの取組 
地域ごとの災害リスクとそれに対する取組方針や検討する対策を、9 つの地域別に示します。 

 

（１）厚木地域（厚木北地区・厚木南地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 相模川沿いにおいて、住宅の倒壊が想定されます。 

 元町や寿町、旭町の一部等では、道路が狭いため、消防車を用いた消防活動や建物倒壊

による道路閉塞により避難や緊急車両を用いた救助活動に支障をきたすおそれがありま

す。 

 国道 129 号の沿道の一部には、液状化の危険性が高い場所があります。 

 本厚木駅周辺は、帰宅困難者が多数発生することが想定されます。 
 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 地域全体が想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸水想定区域に指定されていま

す。 

 想定最大規模や計画規模だけでなく、高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に高齢者

入所施設や病院・診療所、保育園等、市役所、警察署、消防署、本厚木駅、多くの住宅が立

地しています。 

 元町や松枝の一部等では、家屋倒壊等氾濫想定区域内に多くの住宅が立地しており、氾

濫流による木造家屋の倒壊や、河岸侵食による住宅の倒壊のおそれがあります。 

 雨水出水（内水）により、一部で道路の冠水等の被害が発生しています。 
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＜厚木地域の地震災害リスク＞ 

 

  

・住宅の倒壊が想定さ

れます。 

・道路が狭いため、建物倒

壊による道路閉塞によ

り避難や緊急車両を用

いた救助活動に支障を

きたすおそれがありま

す。 

・液状化の危険性が高

いです。 

・住宅の倒壊が想定さ

れます。 

・道路が狭いため、建物倒

壊による道路閉塞により

避難や緊急車両を用い

た救助活動に支障をき

たすおそれがあります。 

・道路が狭いため、住宅

の焼失が想定される場

所では、消防車を用い

た消防活動に支障をき

たすおそれがあります。 

厚木地域は、土砂災害の危険

性が高い区域はありません。 

元町 

寿町 

旭町 
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＜厚木地域の水害リスク＞ 

 

地域内全域 

・家屋倒壊等氾濫

想定区域内に住

宅が立地し、氾

濫流により木造

家屋の倒壊のお

そ れ が あ り ま

す。 

・雨水出水（内水）

による道路の冠

水が発生してい

ます。 

・要配慮者利用施設、

防災拠点施設、多く

の住宅が洪水浸水

想定区域内に立地

しています。 

・家屋倒壊等氾濫想定

区域内に住宅が立地

し、河岸侵食により倒

壊のおそれがありま

す。 

厚木地域は、土砂災害の危険
性が高い区域はありません。 

松枝 
元町 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 相模川や小鮎川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 地震だけでなく洪水被害を想定し、民間施設も活用しながら避難場所の確保を進めます。 

 洪水浸水想定区域内の小・中学校の受変電設備を嵩上げすることにより、避難所機能の

維持・向上を図ります。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 液状化のリスクの周知を図るとともに、液状化対策を推進します。 

 災害時における緊急車両の通行や消防活動、避難路の確保のため、生活道路の整備を推

進します。 

 災害時に倒壊し道路を塞ぐおそれのある電柱や電線の無電柱化を推進します。 

 中町第 2－2 地区における複合施設の整備に当たっては、嵩上げや止水板の設置等によ

って洪水による浸水対策を実施し、防災拠点としての機能の強化を図ります。 

 市立病院の浸水対策を実施し、防災拠点としての機能の強化を図ります。 

 洪水による浸水に備えて、公共施設の機能を維持するため、非常用電源を確保します。 

 雨水管の整備等により、雨水出水（内水）による浸水被害を軽減します。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 本厚木駅周辺等での帰宅困難者の発生を抑制するため、市内の事業者には、一斉帰宅を

抑制し、駅周辺の混乱を防ぐために協力を呼びかけます。また、一時滞在施設を確保し、

帰宅困難者を受け入れられる体制を整えます。 

 住宅の倒壊を防ぐため、住宅の耐震化を促進します。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 広範囲で洪水による浸水が想定されるため、屋内での退避（垂直避難）、洪水浸水想定区

域外の避難場所や友人・親戚宅などの「縁故避難先」への立ち退き避難（水平避難）を検

討する等、避難体制の強化を図ります。 

 特に、家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生

し、屋内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難

（水平避難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 市街化区域内の家屋倒壊等氾濫想定区域は、住宅への被害が想定されることから、居住

誘導区域に含まないことで、将来的な土地利用における災害リスクの軽減を図ります。 
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＜厚木地域の取組方針図＞ 
  

洪水（家屋倒壊）対策 

地震・洪水対策 

地震・洪水対策 地震対策 

地域全体の取組 

洪水対策 

・相模川や小鮎川の浚渫や整備

の促進 
・垂直避難や洪水浸水想定区域

外への避難 
・要配慮者利用施設の避難体制

の強化 
・病院の浸水対策 
・小・中学校の受変電設備の嵩

上げ 

地震対策 

・住宅の耐震化の促進 
・生活道路の整備 

・帰宅困難者用一時

滞在施設の確保 
・防災拠点としての複

合施設の整備 

地震対策 

・リスクの周知 
・液状化対策の推進 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住

誘導区域の設定 
 

・雨水管整備等による

浸水対策の推進 

雨水出水（内水）対策 

・無電柱化の推進 
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（２）依知地域（依知北地区・依知南地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 上依知や金田の一部では、住宅の倒壊が想定されます。 

 山際や関口、中依知の一部では、住宅の焼失が想定されます。 
 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 相模川や中津川沿いの広範囲が、想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸水想定

区域や家屋倒壊等氾濫想定区域に指定されています。 

 想定最大規模や計画規模だけでなく、高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に高齢者

入所施設や圏央厚木 IC、厚木 PA スマート IC が立地しています。 

 相模川や中津川、善明川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に多くの住宅が立地しており、

氾濫流による木造家屋の倒壊や、河岸侵食による住宅の倒壊のおそれがあります。 

 土砂災害と洪水による浸水被害が同時に発生するおそれがあります。 

 土砂災害により、圏央道、国道 129 号の通行が妨げられるおそれがあります。 
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山際 

上依知 

＜依知地域の地震災害リスク＞ 

・住宅の倒壊が想定されます。 

・住宅の焼失が想定されます。 

・住宅の倒壊が想定されます。 

依知地域は、液状化及び土石流の

危険性が高い場所又は区域はあ
りません。 

中依知 

関口 

金田 
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・土砂災害により圏央道、国

道 129 号の通行が妨げら

れるおそれがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域

内に住宅が立地し、氾濫流

により木造家屋の倒壊のお

それがあります。 
 

上依知 

山際 

地域内全域 

＜依知地域の水害・土砂災害リスク＞ 

・洪水浸水想定区域内に要配慮者利用施設

が立地しています。 
・土砂災害の危険性が高い区域内に住宅が

立地しています。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域

内に住宅が立地し、河岸侵

食により住宅の倒壊のおそ

れがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域

内に住宅が立地し、河岸侵

食により住宅の倒壊のおそ

れがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区

域内に住宅が立地し、氾

濫流により木造家屋の

倒壊のおそれがありま

す。 

・洪水浸水想定区域内に要

配慮者利用施設が立地し

ています。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域

内に住宅が立地し、氾濫流

により木造家屋の倒壊のお

それがあります。 

・圏央厚木 IC や厚木 PA スマ

ート IC が洪水浸水想定区

域内に立地しています。 

・土砂災害と洪水による浸水

被害が同時に発生するおそ

れがあります。 

依知地域は、土石流の危険性が高い区
域はありません。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 防災機能を備えた地区公園として（仮称）北部地区公園の整備を行います。 

 相模川や中津川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 がけ地等の土地所有者が実施する安全対策工事に対する補助等により、急傾斜地等の安

全対策を促進します。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進し、避難路等の安全確保を図ります。 

 緊急輸送道路の機能確保を促進します。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 洪水と土砂災害が同時に発生するおそれのある区域では、複合災害リスクの周知を図り

ます。 

 住宅の焼失や倒壊を防ぐため、住宅の耐震化・不燃化を促進します。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 市街化区域内の家屋倒壊等氾濫想定区域は、住宅への被害が想定されることから、居住

誘導区域に含まないことで、将来的な土地利用における災害リスクの軽減を図ります。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 
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洪水（家屋倒壊）対策 

洪水対策 

＜依知地域の取組方針図＞ 
地域全体の取組 

洪水対策 

・相模川や中津川の浚渫や整備

の促進 
・垂直避難や洪水浸水想定区域

外への避難 
・要配慮者利用施設の避難体制

の強化 

土砂災害対策 

地震・洪水・土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等から

の移転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
・急傾斜地等の安全対策 

・複合災害リスクの周知 
 

・緊急輸送道路の機能確保 
 

地域全体の取組 

地震・洪水・土砂災害対策 

地震対策 

・住宅の耐震化・不燃化の促進 
 

地震・洪水・土砂災害対策 

・複合災害リスクの周知 

洪水（家屋倒壊）対策 

地震・洪水・土砂災害対案 

・災害リスクの周知 
 

・緊急輸送道路の機能確保 

・都市計画道路等の整備 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 

洪水（家屋倒壊）対策 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 

土砂災害対策 

・災害リスクの周知 
 

・（仮称）北部地区公園の整備 
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（３）睦合地域（睦合北地区・睦合南地区・睦合西地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 三田や三田南、林の一部は、道路が狭いため、消防車を用いた消防活動や建物倒壊によ

る道路閉塞により避難や緊急車両を用いた救助活動に支障をきたすおそれがあります。 

 妻田北や妻田東の一部は、住宅の焼失が想定されます。 

 林の一部では、液状化の危険性が高い場所があります。 
 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 中津川や小鮎川・荻野川沿いの広範囲が、想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸

水想定区域に指定されています。 

 想定最大規模や計画規模だけでなく、高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に保育園

等や病院・診療所、高齢者入所施設、多くの住宅が立地しています。 

 洪水による浸水により、国道 129 号の通行が妨げられるおそれがあります。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅が立地し、河岸侵食により住宅が倒壊するおそれがあ

ります。 

 棚沢周辺は、土砂災害警戒区域内に住宅が立地しています。 

 土砂災害により、県道 63 号の通行が妨げられるおそれがあります。 
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＜睦合地域の地震災害リスク＞ 

 

妻田北 

妻田南 

林 

・地震による住宅の倒壊が想定

されます。 

・道路が狭いため、建物倒壊に

よる道路閉塞により避難や緊

急車両を用いた救助活動に支

障をきたすおそれがあります。 
・道路が狭いため、住宅の焼失

が想定される場所では、消防

車を用いた消防活動に支障を

きたすおそれがあります。 

棚沢 

・液状化の危険性が高いです。 

・道路が狭いため、建物倒壊に

よる道路閉塞により避難や緊

急車両を用いた救助活動に支

障をきたすおそれがありま

す。 
・道路が狭いため、住宅の焼失

が想定される場所では、消防

車を用いた消防活動に支障を

きたすおそれがあります。 

・住宅の焼失が想定されます。 
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＜睦合地域の水害・土砂災害リスク＞ 
  

地域内全域 

・土砂災害により、県道 63 号の通

行が妨げられるおそれがありま

す。 

・浸水により、国道 129 号の通行が

妨げられるおそれがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅

が立地し、河岸侵食により倒壊の

おそれがあります。 

・土砂災害の危険性が高い区域内に

住宅が立地しています。 
・要配慮者利用施設、多くの住宅が

洪水浸水想定区域内に立地してい

ます。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 相模川や中津川、小鮎川・荻野川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 地震だけでなく洪水被害を想定し、民間施設も活用しながら避難場所の確保を進めます。 

 洪水浸水想定区域内の小・中学校の受変電設備を嵩上げすることにより、避難所機能の

維持向上を図ります。 

 がけ地等の土地所有者が実施する安全対策工事に対する補助等により、急傾斜地等の安

全対策を促進します。 

 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進し、避難路等の安全確保を図ります。 

 液状化のリスクの周知を図るとともに、液状化対策を推進します。 

 災害時における緊急車両の通行や消防活動、避難路の確保のため、生活道路の整備を推

進します。 

 災害時に倒壊し道路を塞ぐおそれのある電柱や電線の無電柱化を推進します。 

 緊急輸送道路の機能確保を促進します。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 住宅の倒壊や焼失を防ぐため、住宅の耐震化・不燃化を促進します。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 中津川・荻野川沿いの広範囲で洪水による浸水が想定されるため、屋内での退避（垂直

避難）、洪水浸水想定区域外の避難場所や友人・親戚宅などの「縁故避難先」への立ち退

き避難（水平避難）を検討する等、避難体制の強化を図ります。 

 特に、家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生

し、屋内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難

（水平避難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 市街化区域内の家屋倒壊等氾濫想定区域は、住宅への被害が想定されることから、居住

誘導区域に含まないことで、将来的な土地利用における災害リスクの軽減を図ります。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を促進し、居住誘導区域への誘導を図ります。 
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＜睦合地域の取組方針図＞ 

 

棚沢 

洪水対策 

地震・洪水対策 

妻田北 

地震対策 

妻田南 

・緊急輸送道路の機能確保 
 土砂災害対策 

・緊急輸送道路の機能確保 
 

・無電柱化の推進 

地域全体の取組 

地震・洪水・土砂災害対策 

・都市計画道路等の整備 

土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等から

の移転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
・急傾斜地等の安全対策 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
 

 
地震対策 

洪水対策 

・相模川、中津川、小鮎川・荻野川

の浚渫や整備の促進 
・垂直避難や洪水浸水想定区域

外への避難 
・要配慮者利用施設の避難体制

の強化 
・小・中学校の受変電設備の嵩上

げ 
 

・住宅の耐震化・不燃化の促進 
・生活道路の整備 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 
 

・リスクの周知 
・液状化対策の推進 
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（４）荻野地域（荻野地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 まつかげ台の一部では、住宅の焼失が多く想定されます。 

 上荻野やまつかげ台の一部では、地震に伴う土砂災害により道路が途絶し、集落地や住

宅地への通行が妨げられるおそれがあります。 
 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 土砂災害警戒区域内に多くの住宅が立地しています。 

 想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸水想定区域内に病院・診療所が立地してい

ます。 

 荻野川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅が立地し、河岸侵食による住宅の倒壊

のおそれがあります。 

 まつかげ台、みはる野、鳶尾等においては、土砂災害警戒区域内に多くの住宅が立地して

います。 

 土砂災害により道路が途絶し、集落地や住宅地への通行が妨げられるおそれがあります。 
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＜荻野地域の地震災害リスク＞ 
 

  

みはる野 

鳶尾 

まつかげ台 上荻野 ・住宅の焼失が想定されます。 

下荻野 
・地震に伴う土砂災害により道

路が途絶し、住宅地への通行が

妨げられるおそれがあります。 

・地震に伴う土砂災害により道

路が途絶し、集落地への通行が

妨げられるおそれがあります。 

荻野地域は、液状化の危険性
が高い場所はありません。 
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＜荻野地域の水害・土砂災害リスク＞ 

  

・土砂災害により道路が途絶し、住

宅地への通行が妨げられるおそれ

があります。 

地域内全域 

・洪水浸水想定区域内に病院・診療

所が立地しています。 
 

・土砂災害により道路が途絶し、集

落地への通行が妨げられるおそれ

があります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内に住

宅が立地し、河岸侵食により倒壊

のおそれがあります。 
・土砂災害の危険性が高い区域内

に住宅が立地しています。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 荻野川の浚渫や整備の促進を図ります。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進し、避難路等の安全確保を図ります。 

 集落地や住宅地にアクセスする道路沿いの急傾斜地等の安全対策や砂防堰堤の整備を

行うことにより、土砂災害による道路閉塞を防ぎます。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 住宅の焼失を防ぐため、準防火地域の新たな指定を検討するなど、地域としての不燃化

を促進します。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 道路の途絶による孤立に備えて、家庭内備蓄や事業者による職場内備蓄を促進します。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 
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＜荻野地域の取組方針図＞ 
 
 

 

   

みはる野 

まつかげ台 

上荻野 

鳶尾 

地域全体の取組 

 

土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等からの移

転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
・道路の途絶による孤立に備えた家

庭内備蓄や事業者による職場内

備蓄の促進 

土砂災害対策 

・集落地にアクセスする道路の安全

性確保 

土砂災害対策 

・住宅地にアクセスする道路の安全

性確保 

地震・洪水・土砂災害対策 

・都市計画道路等の整備 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
 

洪水対策 

・荻野川の浚渫や整備の促進 
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（５）小鮎地域（小鮎地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 飯山の一部等では、地震に伴う土砂災害により道路が途絶し、集落地や住宅地への通行

が妨げられるおそれがあります。 

 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域内に高齢者入所施設が立地しています。 

 想定最大規模や計画規模だけでなく、高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に病院・

診療所が立地しています。 

 小鮎川沿いの一部では、雨水出水（内水）による 50ｃｍ～1ｍの浸水想定区域内に住宅が

立地しています。 

 小鮎川や恩曽川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に多くの住宅が立地しており、河岸侵

食による倒壊のおそれがあります。 

 土砂災害の危険性が高い区域内に住宅が立地しています。 

 土砂災害により道路が途絶し、集落地や住宅地への通行が妨げられるおそれがあります。 
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＜小鮎地域の地震災害リスク＞ 

 

・地震に伴う土砂災害により道

路が途絶し、集落地や住宅地

への通行が妨げられるおそれ

があります。 

小鮎地域は、建物の焼失及び液状化
の危険性が高い場所はありません。 

・地震に伴う土砂災害の発生により

道路が途絶し、集落地への通行が

妨げられるおそれがあります。 
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＜小鮎地域の水害・土砂災害リスク＞ 

 

県道 60 号 

地域内全域 

小鮎川、恩曽川沿い全域 

・土砂災害の危険性が高い区域内

に住宅が立地しています。 

・土砂災害の発生により道路が途絶

し、集落地への通行が妨げられる

おそれがあります。 

・内水による浸水想定区域内に住

宅が立地しています。 

・洪水浸水想定区域内に要配慮

者利用施設が立地しています。 
・家屋倒壊等氾濫想定区域内に

住宅が立地しており、河岸侵食

による倒壊のおそれがありま

す。 

・土砂災害により道路が途絶

し、集落地や住宅地への通行

が妨げられるおそれがありま

す。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 小鮎川、恩曽川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 がけ地等の土地所有者が実施する安全対策工事に対する補助等により、急傾斜地等の安

全対策を促進します。 

 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進し、避難路等の安全確保を図ります。 

 集落地や住宅地にアクセスする道路沿いの急傾斜地等の安全対策を行うことにより、土

砂災害による道路閉塞を防ぎます。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 

 道路の途絶による孤立に備えた家庭内備蓄や事業者による職場内備蓄を促進します。 
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＜小鮎地域の取組方針図＞ 

 

土砂災害対策 

雨水出水（内水）（家屋浸水）対策 

地域全体の取組 

地震・洪水・土砂災害対策 

・都市計画道路等の整備 

洪水対策 

・小鮎川の浚渫や整備の促進 
・要配慮者利用施設の避難体制の

強化 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 

・集落地や住宅地にアクセスする

道路の安全性確保 

・災害リスクの周知 

土砂災害対策 

 

土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等からの

移転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
・道路の途絶による孤立に備えた

家庭内備蓄や事業者による職場

内備蓄の促進 
・急傾斜地等の安全対策 

・集落地にアクセスする道路の安

全性確保 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 
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（６）南毛利地域（南毛利地区・緑ケ丘地区・南毛利南地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 長谷、緑ヶ丘、愛甲、愛甲東の一部では、道路が狭いため、消防車を用いた消防活動や建

物倒壊による道路閉塞により避難や緊急車両を用いた救助活動に支障をきたすおそれ

があります。 

 愛甲西や愛甲東の一部には、液状化の危険性が高い場所があります。 

 愛甲石田駅周辺は、帰宅困難者の発生が想定されます。 

 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 想定最大規模や計画規模及び高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に高齢者入所施

設や病院・診療所、保育園等が立地しています。 

 玉川や恩曽川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅や病院・診療所、保育園等が立地

しており、氾濫流により木造家屋の倒壊や河岸侵食による住宅の倒壊のおそれがありま

す。 

 土砂災害の危険性が高い区域内に住宅が立地しています。 
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＜南毛利地域の地震災害リスク＞ 
  
 

 

・住宅の倒壊が想定され

ます。 

愛甲 

愛甲東 

愛甲西 

戸室 

恩名 

長谷 

愛名 

・液状化の危険性が

高いです。 

・住宅の倒壊が想定されま

す。 

・住宅の焼失が想定

されます。 

・住宅の焼失が想定

されます。 

・道路が狭いため、住宅の

焼失が想定される場所で

は、消防車を用いた消防

活動に支障をきたすおそ

れがあります。 

・道路が狭いため、建物倒

壊による道路閉塞により

避難や緊急車両を用いた

救助活動に支障をきたす

おそれがあります。 

・帰宅困難者の発生

が想定されます。 

南毛利地域は、土石流の危険性
が高い区域はありません。 
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＜南毛利地域の水害・土砂災害リスク＞ 
 

  

 
 

 
  

                                      

地域内全域 

・要配慮者利用施設が洪水浸水

想定区域内に立地していま

す。 
・土砂災害の危険性が高い区域

内に住宅が立地しています。 
 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内に

住宅や病院・診療所、保育園等

が立地し、氾濫流により木造家

屋の倒壊のおそれがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域

内に住宅が立地し、河岸侵

食により倒壊のおそれがあ

ります。 

南毛利地域は、土石流の危険性が高
い区域はありません。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 玉川や恩曽川、小鮎川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 洪水浸水想定区域内の小・中学校の受変電設備を嵩上げすることにより、避難所機能の

維持向上を図ります。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 液状化のリスクの周知を図るとともに、液状化対策を推進します。 

 災害時における緊急車両の通行や消防活動、避難路の確保のため、生活道路の整備を推

進します。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 住宅の倒壊を防ぐため、住宅の耐震化を促進します。 

 住宅の焼失を防ぐため、準防火地域の新たな指定を検討するなど、地域としての不燃化

を促進します。 

 帰宅困難者の発生を抑制するため、市内の事業者には、一斉帰宅を抑制し、駅周辺の混

乱を防ぐために協力を呼びかけます。また、一時滞在施設を確保し、帰宅困難者を受け入

れられる体制を整えます。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 市街化区域内の家屋倒壊等氾濫想定区域は、住宅への被害が想定されることから、居住

誘導区域に含まないことで、将来的な土地利用における災害リスクの軽減を図ります。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 
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＜南毛利地域の取組方針図＞ 
 
 

 

 

 
 

    

洪水（家屋倒壊）対策 

愛甲 

地震（液状化）対策 

地域全体の取組 

洪水対策 

・玉川や恩曽川、小鮎川の浚渫や

整備の促進 
・要配慮者利用施設の避難体制の

強化 
・小・中学校の受変電設備の嵩上

げ 
 

地震対策 

・リスクの周知 
・液状化対策の推進 

地域全体の取組 

土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等からの

移転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
 

・住宅の耐震化・不燃化の促進 
・生活道路の整備 

地震（液状化）対策 

・リスクの周知 
・液状化対策の推進 

                                      

 

地震対策 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住

誘導区域の設定 

・災害リスクの周知 
 

・帰宅困難者用一時滞在施

設の確保 
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（７）玉川地域（玉川地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 地域の一部では、地震に伴う土砂災害により道路が途絶し、集落地や住宅地への通行が

妨げられるおそれがあります。 

 地震に伴う土砂災害により、県道 64 号の通行が妨げられるおそれがあります。 

 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 玉川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅が立地しており、河岸侵食により倒壊のお

それがあります。 

 土砂災害の危険性が高い区域内に多くの住宅が立地しています。 

 地域の一部では、土砂災害により道路が途絶し、集落地や住宅地への通行が妨げられる

おそれがあります。 

 土砂災害により、県道 64 号の通行が妨げられるおそれがあります。 
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＜玉川地域の地震災害リスク＞ 

  

・地震に伴う土砂災害により道路が

途絶し、集落地への通行が妨げら

れるおそれがあります。 

・地震に伴う土砂災害により道路が

途絶し、集落地や住宅地への通行

が妨げられるおそれがあります。 

・地震に伴う土砂災害によ

り、県道 64 号の通行が

妨げられるおそれがあり

ます。 

玉川地域は、建物の焼失及び液状化
の危険性が高い場所はありません。 
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＜玉川地域の水害・土砂災害リスク＞ 
  

・土砂災害により、県道

64 号の通行が妨げられ

るおそれがあります。 

地域内全域 

・土砂災害の危険性が高い区域内

に多くの住宅が立地しています。 
 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内に住

宅が立地しており、河岸侵食に

より倒壊のおそれがあります。 

・土砂災害の発生により道路が途

絶し、集落地への通行が妨げら

れるおそれがあります。 

・土砂災害により道路が途絶し、集

落地や住宅地への通行が妨げら

れるおそれがあります。 

玉川地域は、氾濫流の危険性が
高い区域はありません。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 玉川、細田川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 洪水浸水想定区域内の小・中学校の受変電設備を嵩上げすることにより、避難所機能の

維持向上を図ります。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 都市計画道路や主要な幹線道路等の整備を推進し、避難路等の安全確保を図ります。 

 緊急輸送道路の機能確保を促進します。 

 集落地や住宅地にアクセスする道路沿いの急傾斜地等の安全対策を行うことにより、土

砂災害による道路閉塞を防ぎます。 

 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 

 道路の途絶による孤立に備えて、家庭内備蓄や事業者による職場内備蓄を促進します。 
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＜玉川地域の取組方針図＞ 

 

土砂災害対策 

地域全体の取組 

地震・洪水・土砂災害対策 

・都市計画道路等の整備 

洪水対策 

・玉川の浚渫や整備の促進 
・小・中学校の受変電設備の嵩上げ 
 

土砂災害対策 

・土砂災害特別警戒区域等からの移

転の支援 
・居住誘導区域への誘導 
・道路の途絶による孤立に備えた家

庭内備蓄や事業者による職場内備

蓄の促進 

洪水（家屋倒壊）対策 

土砂災害対策 

・集落地や住宅地にアクセスする道

路の安全性確保 

・緊急輸送道路の機能確保 

・災害リスクの周知 
 

土砂災害対策 

・集落地にアクセスする道路の安全

性確保 
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（８）森の里地域（森の里地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 地震による家屋の倒壊や延焼などの目立ったリスクは想定されていません。 

 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 土砂災害の危険性が高い区域内に住宅が立地しています。 

 土砂災害により主要な道路が途絶し、住宅地への通行が妨げられるおそれがあります。 
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＜森の里地域の地震災害リスク＞ 

 

  

地域内全域 

・地震よる家屋の倒壊や延焼な

どの目立ったリスクは想定さ

れていません。 

森の里地域は、建物の倒壊や焼
失、液状化及び土石流の危険性が
高い場所又は区域はありません。 
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＜森の里地域の水害・土砂災害リスク＞ 

 

 

 

  

・土砂災害の危険性が高い地域

に住宅が立地しています。 

地域内全域 

・土砂災害により道路が途絶し、住

宅地への通行が妨げられるおそ

れがあります。 

森の里地域は、洪水や雨水出
水（内水）及び土石流の危険性

が高い場所又は区域はありま
せん。 
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イ 取組の方向性と対策 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 住宅地にアクセスする道路沿いの急傾斜地等の安全対策を行うことにより、土砂災害に

よる道路閉塞を防ぎます。 
 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 土砂災害特別警戒区域等からの移転を支援し、居住誘導区域への誘導を図ります。 

 土砂災害による道路の途絶に備え、家庭内備蓄や事業者による職場内備蓄を促進します。 
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＜森の里地域の取組方針図＞  

土砂災害対策案 

・住宅地にアクセスする道路の安

全性確保 

地域全体の取組 

土砂災害対策案 

・居住誘導区域への誘導 
・道路の途絶による孤立に備え

た家庭内備蓄や事業者による

職場内備蓄の促進 
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（９）相川地域（相川地区） 

ア 災害リスク 

 地震に関するリスク 

 戸田や岡田の一部では、道路が狭いため、消防車を用いた消防活動や建物倒壊による道

路閉塞により避難や緊急車両を用いた救助活動に支障をきたすおそれがあります。 

 酒井や上落合の一部には、液状化の危険性が高い場所があります。 

 

 水害、土砂災害に関するリスク 

 地域の大部分が想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸水想定区域に指定されて

います。 

 想定最大規模や計画規模の降雨による洪水浸水想定区域内に高齢者入所施設や保育園

等、病院・診療所、消防署、厚木 IC、厚木南 IC が立地しています。 

 想定最大規模や計画規模だけでなく、高頻度の降雨による洪水浸水想定区域内に多くの

住宅が立地しています。 

 相模川や玉川、恩曽川沿いの家屋倒壊等氾濫想定区域内に住宅が立地し、氾濫流による

木造家屋の倒壊や、河岸侵食による住宅の倒壊のおそれがあります。 
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＜相川地域の地震災害リスク＞ 

  

・道路が狭いため、建物倒

壊による道路閉塞によ

り避難や緊急車両を用

いた救助活動に支障を

きたすおそれがありま

す。   

・道路が狭いため、家屋の

焼失が想定される場所

では、消防車を用いた

消防活動に支障をきた

すおそれがあります。 

・液状化リスクが高いで

す。 

相川地域は、土砂災害の危険

性が高い区域はありません。 

岡田 

酒井 

上落合 

戸田 
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＜相川地域の水害リスク＞ 
  

・洪水浸水想定区域内に厚木

南 IC が立地しています。 

地域内全域 

・洪水浸水想定区域内に要配

慮者利用施設や防災拠点施

設、多くの住宅が立地して

います。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内

に住宅が立地しており、河岸

侵食により倒壊のおそれがあ

ります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内

に住宅が多く立地しており、

氾濫流による木造家屋の倒

壊のおそれがあります。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域内に

住宅が多く立地しており、氾濫

流により木造家屋の倒壊のお

それがあります。 

相川地域は、土砂災害の危険性が高い区域はありません。 

・洪水浸水想定区域内に厚木

IC が立地しています。 
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イ 取組の方向性と対策 

 防災機能を向上させる都市づくり 

 相模川や玉川、恩曽川の浚渫や整備の促進を図ります。 

 洪水浸水想定区域内の小・中学校の受変電設備を嵩上げすることにより、避難所機能の

維持向上を図ります。 
 

 都市機能を維持・継続する都市づくり 

 災害時における緊急車両の通行や消火活動、避難路の確保のため、生活道路の整備を推

進します。 

 液状化のリスクの周知を図るとともに、液状化対策を推進します。 

 緊急輸送道路の機能確保を促進します。 
 

 市民との協働により被害を軽減し、みんなの命を守る都市づくり 

 ハザードマップ等を活用し、災害リスクや避難方法などの周知を図ります。 

 住宅の倒壊や焼失を防ぐため、住宅の耐震化・不燃化を促進します。 

 洪水に備えて、要配慮者利用施設の避難体制の強化を促進します。 

 広範囲で洪水による浸水が想定されるため、屋内での退避（垂直避難）、洪水浸水想定区

域外の避難場所や友人・親戚宅などの「縁故避難先」への立ち退き避難（水平避難）を検

討する等、避難体制の強化を図ります。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域は、家屋が倒壊するような河川の氾濫や河岸侵食が発生し、屋

内での退避（垂直避難）では安全が確保できない場合もあるため、立ち退き避難（水平避

難）の必要性など災害リスクの周知を図ります。 

 市街化区域内の家屋倒壊等氾濫想定区域は、住宅への被害が想定されることから、居住

誘導区域に含まないことで、将来的な土地利用における災害リスクの軽減を図ります。 
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＜相川地域の取組方針図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水対策 

地震（液状化）対策 

地域全体の取組 

地震対策 

洪水対策 

・相模川や玉川の浚渫や整備の

促進 
・要配慮者利用施設の避難体制

の強化 
・小・中学校の受変電設備の嵩上

げ 
・垂直避難や洪水浸水想定区域

外への避難 

洪水対策 

・リスクの周知 
・液状化対策の推進 

・緊急輸送道路の機能確保 

・住宅の耐震化・不燃化の促進 
・生活道路の整備 

・緊急輸送道路の機能確保 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 

洪水（家屋倒壊）対策 

・災害リスクの周知 
・災害リスクを考慮した居住誘導

区域の設定 


